
  公  告   

 

 次のとおり事後審査型一般競争入札に付する。なお、本公告は入札説明書を兼ねる。 

 

  平成３１年（２０１９年）１月３１日 

 

            公立大学法人熊本県立大学 理事長 白石 隆 

 

１ 競争入札に付する事項 

（１）委託業務名 

熊本県立大学清掃業務委託 

（２）委託業務の内容 

仕様書のとおり 

（３）履行期間 

平成３１年（２０１９年）４月１日から平成３２年（２０２０年）３月３１日まで。 

ただし、履行期間満了の日の３ヶ月前までに、本学又は受託者のいずれからも本契

約を更新しない旨の申出がないときは、平成３２年（２０２０年）４月１日以降につい

て１年更新し、最長で平成３３年（２０２１年）３月３１日までとする（委託期間は最

長の場合、２年間となる）。 

この場合の平成３２年（２０２０年）４月１月から平成３３年（２０２１年）３月３

１日までの期間に係る契約金額は、平成３１年（２０１９年）４月１日から平成３２年

（２０２０年）３月３１日までの契約金額から消費税及び地方消費税の額を除いた額に

１００分の１１０を乗じた金額とする。 

（４）履行場所 

   熊本県立大学校舎等及びその敷地 熊本県熊本市東区月出三丁目１番１００号 

   熊本県立大学小峯グラウンド附属施設及びその敷地 小峯三丁目２６１３－１ 

（５）入札方式 

 ア この入札は、紙入札方式であり、入札書等は別に示す様式により作成すること。 

 イ この入札は、入札後に落札候補者の競争参加資格の審査を行う事後審査型一般競争

入札であるので留意すること。 

（６）入札金額 

ア 入札金額は、本委託業務に要する１年間の費用の総額とする。 

 イ 落札者決定に当たっては、入札書の金額の１２分の６に相当する金額に当該金額の

１００分の８に相当する額を加算した金額と入札書の金額の１２分の６に相当する金

額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額とを合計した金額（当該金

額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額。）をもって落札価格と

するので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約希望金額の平成３１年（２０１９年）４月１日から平成

３１年（２０１９年）９月３０日に係るものについては１０８分の１００、平成３１年

（２０１９年）１０月１日以降に係るものについては１１０分の１００に相当する金額

を入札書に記載すること。 



  ウ 本公告に特段の定めがない事項については、熊本県競争契約入札心得（昭和３９年告

示第４２０号）の規定を準用する。 

（７）最低制限価格 

有（この入札には、最低制限価格を設けている。） 

 

２ 入札参加者の必要な資格に関する事項 

 次に掲げる条件をすべて満たす者であること。 

（１）物品購入契約等及び業務委託契約に係る競争入札参加者の資格等に関する要綱（平  

成１８年熊本県告示第５２１号）により、有資格者として、営業種目「庁舎清掃」に登

録された者であること。 

（２）熊本県内に本店を有すること。 

（３）過去３年間において、年間を通じた建物の清掃業務契約の日常清掃延床面積が２万平

方メートル以上（駐車場、倉庫及びこれらに類する建物を除くこととし、同一敷地内、

同一契約に限る。）の実績を２年（回）分有する者であること。また、別紙「清掃業務

委託仕様書」第１一般事項 １清掃業務員等 に定める有資格者を常駐配置可能な者で

あること。 

（４）「ＩＳＯ９００１」又は「ＩＳＯ１４００１」若しくは「エコアクション２１」のい

ずれかの認証を取得していること、又は取得していない者で、３（４）に記載の提出期

限までに取得した者であること（自己適合宣言は不可とする）。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てを行った者

又は申立てをなされた者にあっては、裁判所から当該申立てに係る更生計画認可決定を

受けていること。 

（６）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てを行った者

又は申立てをなされた者にあっては、裁判所から当該申立てに係る再生計画認可決定を

受けていること。 

（７）熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る指名停止等の措置要領（平成１４年熊本

県告示第８１１号）による指名停止期間中でないこと。 

 

３ 入札手続等 

（１）契約条項を示す場所及び入札に関する事務を担当する課等の名称 

  熊本県立大学事務局総務課財務班 

  郵便番号８６２－８５０２ 熊本県熊本市東区月出三丁目１番１００号 

  電話番号０９６－３２１－６６０７ 

（２）仕様書及び様式の閲覧方法 

 ア 閲覧（交付）場所 

   熊本県立大学ホームページ（「基本情報」＞「入札情報」）にて閲覧又は３（１）に記

載する場所で交付する。 

 イ 閲覧（交付）期間 

   公告の日から平成３１年（２０１９）年２月２６日（火）まで閲覧に供する。交付に

ついては、当該期間（土曜、日曜及び国民の祝日を除く。）の午前９時から午後５時ま

でとする。 

（３）入札及び開札の日時及び場所 



 ア 日時  

   平成３１年（２０１９）年２月２６日（火）午前１１時００分 

 イ 場所  

   熊本県立大学本部棟２階大会議室 

（４）入札の方法 

 ア 入札及び開札場所に持参するものとする。ただし、持参できないときは、３（１）に

記載の場所に平成３１年（２０１９）年２月２５日（月）午後５時までに必着するよう

郵送（書留郵便に限る。）すること。 

 イ 代理人が入札する場合、入札書には、入札に参加する者の商号又は名称及び代表者

名、代理人であることの表示並びに代理人の氏名を記載して、代理人が押印するものと

し、併せて委任状を提出しなければならない。  

 ウ 入札回数は、２回までとする。１回目の開札後に落札候補者が決定しない場合は、再

入札を行う。なお、最低制限価格に満たない価格の入札をしたものは失格となり、再入

札に参加することはできない。 

   なお、入札書を郵送した者で、再入札書の提出がなかった者は再入札を辞退したもの

とみなす。 

（５）開札及び落札保留 

   入札者又はその代理人は開札に立ち会わなければならない。入札者又はその代理人

が開札に立ち会わない場合においては、入札事務に関係のない職員を立ち会わせて開

札を行い、開札後、入札した者に対しては、直ちに落札保留の旨を宣言する。 

（６）入札の無効 

  次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

 ア 入札に参加する資格を有しない者のした入札 

 イ 委任状を提出しない代理人のした入札 

 ウ 記名押印を欠く入札 

 エ  金額を訂正した入札 

 オ  誤字脱字等により意思表示が不明瞭である入札 

 カ  明らかに連合によると認められる入札 

 キ 同一事項の入札について他人の代理人を兼ね、又は２人以上の代理をした者の入札 

 ク ２以上の意思表示をした入札 

 ケ 民法（明治２９年法律第８９号）第９５条に基づく錯誤による入札であると入札執行

者が認めた場合の入札  

 コ その他入札に関する条件に違反した入札 

（７）落札候補者の決定方法 

   開札後、予定価格の制限の範囲内で、かつ、最低制限価格以上の価格をもって有効な

入札をした者のうち、最低の価格をもって入札をした者を落札候補者とする。この場合

において、落札候補者となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、くじによ

り、落札候補者を決定する。 

  なお、落札候補者が落札者として決定されず、次に落札候補者となるべき者が同額入

札により複数いる場合は、落札者として決定されなかった落札候補者を除いて、くじに

より落札候補者を決定する。 

  



４ 入札保証金 

（１） 入札に参加しようとする者は、見積る契約希望金額（入札書に記載した金額の１２分

の６に相当する金額に当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額と入札書

に記載した金額の１２分の６に相当する額に当該金額の１００分の１０に相当する額

を加算した金額とを合計した金額）の１００分の５以上の金額（国債、地方債、政府保証

債（その元本の償還及び利息の支払について政府が保証する債権）、地方独立行政法人法施

行規則（平成１６年総務省令第５１号）第２条に規定する有価証券、銀行又は公立大学法人

熊本県立大学（以下「法人」という。）経理責任者が認めるその他の金融機関等に対する定

期預金債権、その他法人経理責任者が確実と認める金融機関の保証でも可）を平成３１年

（２０１９年）２月２５日（月）午後５時までに納付しなければならない。ただし、次のア

又はイのいずれかに該当するときは、入札保証金の納付が免除される。 

ア 入札に参加しようとする者が、入札保証金以上の金額につき、保険会社との間に法人を

被保険者とする入札保証保険契約を締結し、当該入札保証保険契約に係る保険証券を提

出したとき。 

   イ 入札に参加しようとする者が、過去２年の間に本学、国（独立行政法人を含む。）又は

地方公共団体とこの入札に付する事項と種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上

にわたって締結し、かつ、これらをすべて誠実に履行したことを証する書面を提出したと

き（その者が落札した場合において、契約を締結しないこととなる恐れがないと認められ

るときに限る。）。 

（２） (1)のアに掲げる入札保証金の免除のための書類を提出する場合は、入札書と同時に提

出すること。 

（３）(1)のイに掲げる入札保証金の免除のための書類を提出する場合は、次により提出する

こと。 

ア 提出期限 

平成３１年（２０１９年）２月１５日（金） 午後５時 

イ 提出場所 

３（１）に記載のとおり。 

だたし、持参できないときは、アに掲げる日時までに、イに掲げる場所に必着するよう

郵送（書留郵便に限る。）すること。 

なお、郵送の場合は、二重封筒とし、表封筒に「入札保証金免除申請書類在中」及び「親

展」と朱書きし、中封筒の表に調達の名称及び開札日時を、裏に入札に参加しようとす

る者の商号又は名称、代表者名及び取扱部署名を記載すること。 

（４） 入札保証金又は入札保証金に代わる担保は、落札者以外のものに対しては、入札執行

後速やかに還付する。 

（５） 落札者に係る入札保証金は、落札者が契約を締結した後に還付する。ただし、落札  

者が契約を締結しないときは、入札保証金又は入札保証金に代わる担保は、法人に帰属

する。 

 

５ 競争入札参加資格確認申請書の提出 

 落札候補者は、２に定める条件の全てを満たす者であることの確認を受けるため、次の書

類を提出しなければならない。 

（１）提出書類 



競争入札参加資格確認申請書及び条件の全てを満たしていることを確認できる資料 

（２）提出期限 

  平成３１年（２０１９）年３月５日（火）までの日の午前９時から午後５時までとする。 

（３）提出場所及び提出方法 

  ３（１）に記載の場所へ持参すること。 

  なお、提出した申請書等について説明を求められた場合、これに応じなければならな

い。 

（４）競争入札参加資格の確認及び落札者の決定 

  落札候補者の競争入札参加資格が認められたときは、落札候補者を落札者とし、その旨

を落札者決定通知書により通知し、入札結果は、落札者の決定後に熊本県立大学ホームペ

ージにて公表する。 

  落札候補者の競争入札参加資格がないと認められたときは、落札候補者に対し競争入

札参加資格確認通知書によりその旨を通知し、次に低い価格を提示した者から順に申請

書等の提出を求め、競争入札参加資格が確認できた最初の者を落札者とする。 

 

６ その他 

（１）入札、契約手続等において使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨とする。 

（２）契約の締結 

 ア 契約書作成の要否 

   要 

イ 契約の締結期限 

   落札決定の日から起算して１０日（熊本県の休日を定める条例（平成元年熊本県条例

第１０号）第１条第１項各号に掲げる日の日数は、算入しない。）を経過した日 

ウ 落札者からの契約締結の申出期限 

   落札決定の日から起算して５日（熊本県の休日を定める条例（平成元年熊本県条例第

１０号）第１条第１項各号に掲げる日の日数は、算入しない。）を経過した日 

（３）契約保証金 

   契約しようとする者は、契約担当者が指定する日時までに、契約金額の１００分の１

０以上の金額（国債、地方債、政府保証債（その元本の償還及び利息の支払について政

府が保証する債権）、地方独立行政法人法施行規則（平成１６年総務省令第５１号）第

２条に規定する有価証券、銀行又は法人経理責任者が認めるその他の金融機関等に対す

る定期預金債権、その他法人経理責任者が確実と認める金融機関の保証でも可）を納付

しなければならない。ただし、次のア又はイのいずれかに該当するときは、契約保証金

の納付を免除することができるので、その際は、必要書類を添付のうえ、契約保証金免

除申請書を３（１）に記載の場所まで提出しなければならない。 

  ア 契約しようとする者が、契約保証金以上の金額につき、保険会社との間に法人を被保

険者とする履行保証保険契約を締結し、当該履行保証保険契約に係る保険証券を提出し

たとき。 

  イ 契約しようとする者が、過去２年の間に国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団

体とこの入札に付する事項と種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上にわたっ

て締結し、かつ、これらをすべて誠実に履行したことを証する書面を提出したとき（そ



の者が、契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるときに限る。）。 

 

７ 本入札、契約等に関する事務を担当する部局の名称 

 ３（１）に記載のとおり 


